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1.  はじめに   
  米国における女性の労働力率は 1960 年代に上昇しはじめ、70 年代から 80 年代半ばまで
に急増をとげた。その間とくに顕著な変化がみられたのは小さな子供をもつ女性の労働力率





















  まず次節では、 米国におけるWLBを取り巻く法制度を整理し、 第3節では1960年代から、
WLB支援の動きが始まった80年代後半～90年代にかけての女性の社会進出および男女共同




2.  ワークライフ・バランスを取り巻く法制度および公的支援の実態 
2.1  労働時間・休業に関する法制 
米国での労働時間や労働条件についての規制は、1938 年に制定された公正労働基準法
（Fair Labor Standards Act）という連邦法が中心となっているが、そこには週 40 時間以上
の就労について通常の 1.5 倍の時間外賃金を支払うという規定のほかに、労働時間および労
働日数にかんする規定はみられない1。この規定に故意に違反した場合は、1 万ドル以下の罰
                                                  






育児・介護等の休暇については、従業員 50 人以上の事業所を対象として、その企業に 12
カ月以上継続して年間 1250 時間以上勤務した従業員に対し、出産、育児、介護、病気を理由
とした年間最長 12 週間の全日休暇の取得を定めた家族・医療休暇法（Family and Medical 
Leave Act、1993 年）がある。この法律では権利行使に対する干渉、抑圧、拒否、不利益取
扱いを禁止しているが、休暇中の所得保障はない。出産を他の障害と同等に扱うことを規定









2.2  子育て支援 
米国の公的育児支援は限定的であり、子育て世帯に対しては扶養家族の数に応じた所得控
除、および 17 歳未満の子供の数に応じた児童税額控除（Child Tax Credit）と 13 歳未満の
子供についての保育費用の税額控除（Child and Dependent Care Credit）という税制上の優
遇措置が中心である（白波瀬(2007)） 。そのほか特に低所得者層には、連邦政府から州政府が
受けたブロック型給付（Temporary Assistance to Needy Families や Child Care and 
Development Block Grant, Social Services block grant など）を用いた保育支援が行われて
いる。各州に裁量が委ねられているので、その形態は低所得世帯の保育料を保育園に対して
補填する方法から低所得世帯への保育バウチャーの提供、保育園の質を高めるための補助金
などまで、多岐にわたる（Blau, et al. (2006)） 。一方、事業者に対しては事業所内保育園設
立・拡大・修理・運営費用に対する租税優遇措置（Child Care Investment Credit)がある。 
こように、米国の公的な子育て支援は低所得者層を対象とした限定的なものであり、保育
は市場で提供されるさまざまな民間の主体が担っているのが現状である。それにもかかわら
ず、米国の出生率（合計特殊出生率）は高く、2000 年以降、2.0 から 2.1 の間で推移してい
る。世帯所得の階層別にみると、2 万ドル未満で 2.21 であるのに対し、10 万ドル以上で 1.84
（2008 年時点で 40～44 歳における完結出生率3）と差はあるものの、高所得層においても日
本を上回る数値となっている。 学歴別にみると、 高卒未満で2.45、 高卒で1.97、 準学士で1.92、
                                                                                                                                                            
産業従事者、コンピュータ・システムアナリストなどは、時間外賃金規制の対象外となっている。 
2  カリフォルニアなど、州によっては短期的障害給付プログラムを妊娠・出産時に適用できるケースもある。 
3  “Fertility of American Women, 2008”, Current Population Reports, P20-563.   4 
学士（大卒）で 1.70、大学院卒で 1.61 である。 
 
3.  米国における女性の社会進出と男女共同参画の進展 





1 である。この図から、女性の就業率は 60 年代から上昇しはじめ、とくに 70 年代半ばから
80 年代半ばにかけて急増し、 90 年代以降はそれほど変化していないことがわかる。 その間と
りわけ顕著な変化は、 小さな子供をもつ女性の労働力参加の増加であり （図表 2） 、 その結果、
いわゆる M 字型の労働力率は 80 年までにほぼ消滅した（図表 3） 。とくに、年を通してフル
タイムで働いた末子が 6 歳未満の女性比率は 1970 年にわずか 9.6%、 75 年にも 11.9%であっ
たものが、80 年代以降急増し、90 年には 28.0%、92 年には 30.6%に達した（Hayghe and 




1985 年時点ですでに 35.6%の管理職(executive, administrative, managerial)が女性であり、
その数値は北欧諸国に比べても高い。同比率は米国でも 1970 年時点では 18.5%、1980 年時
点で 30.5%であったことを鑑みると、 女性の責任あるポジションへの進出は 70 年代半ばから
急速に進んだことが窺える。 
一方、賃金（週当たり）の男女間格差をフルタイムで働いている男女の中位数で比較した
ものの推移をみたのが図表 5 である。こちらについては、1980 年代に入ってから急速に縮小












                                                  
4  ここでの男女差別の減少は、 いわゆるオアハカの要因分析において、 観察可能な属性の違いでは説明されない男
女間格差が縮小したことから推測している。 
















図表 1  女性の就業率の推移（生産年齢人口に占める就業率） 
 
出所：OECD、Factbook 2010. 
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図表 2  米国における子供のいる女性の労働力率の推移（子供の年齢別） 
 
出所：CPS（Current Population Survey）. 
 
図表 3  米国における女性の年齢階級別労働力率の推移 
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図表 4  米国における男女間賃金格差の推移 
（男性・フルタイム賃金の中位数を 100 とした場合の女性・フルタイム賃金の中位数） 
 
出所：CPS.Women in labor force: a databook. 
 
図表 5  管理職に占める女性比率の国際比較 
 
出所：内閣府「平成 19 年度男女共同参画白書」. 
 
図表 6  MBA および職業大学院学位授与者に占める女性比率の推移（分野別） 
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図表 7    16 歳以上女性に占めるフルタイム就業者比率の推移（学歴別） 
 
出所：CPS、Women in labor force: a databook. 
 
4.  企業における WLB 支援の実態 





制度や取り組みを自主的に導入する企業が増え、 その約 10 年後にその導入が本格化したとい
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いう研究（Institute for Workplace Studies (1999)）や、仕事がきつくなると職場外の生活に





影響も大きい。たとえば 18 歳以上の給与所得者（wage and salaried workers）を対象とした全
米規模の面接調査、National Study of the Changing Workforce（NSCW）の調査によると、既婚
雇用者のうち、配偶者も雇用者として働いている比率は 1977 年から 97 年の 20 年間で 66%
から 78%に増加したという。18 歳未満の子供を持つ男性雇用者に限定しても、その配偶者の
雇用者比率は 20 年間で 49%から 67%に増えている。また、97 年時点では、子供をもつ雇用
者の約 5 人に 1 人が独身であり、その 27%が男性であるという（Bond et al.(1998)） 。こうし
た家庭環境の変化、ならびにベビーブーム世代が介護と仕事の両立を余儀なくされる年齢に
突入しはじめたことなどは、女性のみならず男性の WLB に対する意識を高め、それが企業
における WLB を図る支援への取り組みを促進したといえる。 
人々の仕事と家庭生活に対する価値観については、 2000 年に実施されたラドクリフ公共政
策センターによるインタビュー調査に興味深い結果が示されている（Radcliff Public Policy 
Center (2000)）6。 「あなたの仕事に関する以下の特徴について、その重要度を 3 段階に評価
してください」という設問の回答において、最高点の比率が最も多かったのは「家族と過ご
す時間を融通できる仕事スケジュール(Having a work schedule which allows me to spend 
time with my family)」 および 「同僚との人間関係が良好(Having a good relationship with co 
–workers)」であり（いずれも 79%） 、 「高賃金(Earning a high salary)」 （37%）や「高い地
位や名声(Having high job prestige or status)」 （23%）などは人々が最も重要視しない項目
であった7。しかも「家族と過ごす時間が融通できる」を最も重要であるとした比率は 40～
64 歳の男性では 67~68％であったのに対して、40 歳未満では男女共に 82～83%と高く、仕
事一辺倒で仕事のために家族との時間を犠牲にすることをいとわない人々が若い世代になる
ほど減っていることを示唆する結果となっている。 
人々の WLB ニーズの高まりと企業での導入事例の増加を受け、90 年代以降、職場での
WLB 支援が従業員ならびに企業経営に与える影響を分析した研究結果が次々に発表されは
                                                  
6  本調査は、フリートボストン金融グループの支援のもとで、全米の代表的な 21 歳以上の 1008 サンプルに対し
て実施されたインタビュー調査である。 
7  そのほかの項目は、 「自分の能力や技能を活かしてチャレンジできる(Doing work which challenges me to use 
my skills and abilities)」 、 「高い雇用保障(High level of job security)」 、 「地域社会や一般社会に役立つ(Doing work 
which helps society or my community)」である。調査時点に仕事に就いていない人に対しては、 「もし今仕事に
就いているとしたら」として回答を要求している。   10 
じめた。多くの研究において、欠勤や離職（Dalton and Mesch (1990)）,  従業員満足度やコ





ることは、 仕事のやり方における裁量性を高めるという WLB 戦略の方向性と従業員評価の方
法とに一貫性をもたせることにつながるという（Casner–Lotto(2000)） 。Perry-Smith and 
Blum (2000)は WLB 支援策を包括的に導入した方が企業業績の向上に有効であることを示




4.2  人々の働き方の実態 
  では実際に、米国における人々の働き方は、どのように変化してきたのであろうか。企業
による WLB 支援が始まったのは 80 年代後半と言われているが、 現時点でも平均年間総実労
働時間は 1792 時間（2008 年）で、1772 時間の日本（2007 年）と並び、他の欧州諸国と比
べても、未だなお労働時間の最も長い部類に属している8（図表 8） 。しかも日本では時短の傾
向が続いているが、米国では 70 年代後半以降ほとんど変化がみられない（図表 9） 。 
  週休日以外の年間休日日数についてみると、日本では休日が 15 日と多いのに対して（米国
では 10 日） 、米国では有給休暇が 13 日（1997 年）と多い（日本では 8.4 日）という若干の
違いはみられるが9、いずれにせよ、法定年間最低日数有給休暇として 30 日が付与されてい
るフランスや 24 日付与されているドイツ、4 労働週が付与されているイギリスなどと比較す
ると、米国は未だに日本と並んで先進国の中でも最も休日日数の少ない国であることがわか
る。 
  また、週 49 時間以上の長時間労働者比率をみても、男性が 39.2%、女性が 13.0%（2004
年）という日本や、男性が 33.5%、女性が 13.1%（2003 年）という英国よりは少ないが10、
大陸ヨーロッパ諸国に比べると飛びぬけて高く、 しかもその比率は景気変動にもかかわらず、




   
  
                                                  
8  日本労働研究機構(2001)。 
9  ただし、日本の年次有給休暇日数は平均取得日数であるのに対して、米国の数値は付与日数である。 
10  英国と日本のデータは「データブック国際比較 2010」による。   11 
図表 8  労働時間・休暇日数の国際比較 
 
出所：OECD、Factbook 2010. 
注：年間労働時間は 2008 年時データ。その他のデータは内閣府「平成 19 年男女共同参画白書」 。日本の値は「就
労条件総合調査」 。有給休暇日数は、日本のものは取得日数、他は付与日数。 
 
図表 9  日米における平均実労働時間の推移 
   
出所：OECD、Employment Outlook. 
注：日本は常用雇用者 5 人以上の事業所で働く労働者に限定。 
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図表 11  米国におけるフルタイム・パートタイム雇用者比率の推移 
 
出所：CPS（Current Population Survey）.Women in labor force: a databook. 
注：パートタイムの定義は週あたり 35 時間未満働くことであり、ここでは「通常（usually） 」の働き方が 35 時
間未満であるかどうかによって分類している。 
 
  しかしながら、働き方の柔軟性という観点からみると、顕著な変化が 90 年代に見られる。
図表 12 は、代表的な全米規模の労働力調査である CPS（Current Population Survey）において、
「働き始める時間や終わる時間を、自分で選ぶことができるかどうか（以下、フレックスと









いているが、その比率は例えば 2004 年において、フレックス適用者の 38.8%に過ぎない。 
フレックスはどういった労働者に利用可能なのであろうか。図表 13 によると、フレックス
適用の拡大は、25 歳以上で大きく、とくに 65 歳以上で高い。また、男女を比較すると、若
いうちは女性の方が若干高いが、年齢を重ねるにつれ、男性で高まる傾向がみられる。6 歳
以下の子供をもつ男女で比較しても、 男性の方が若干フレックス適用比率は高く （男性30.2%、
女性 26.4%、2004 年） 、18 歳以下の子供がいない男女（両方ともに 27.1%）とそれほど変わり
がない。また、職業別にみると、管理職で最も高く、次いで専門職、営業・事務と続いてい
                                                  
11  この時期には、経済のサービス化や管理・専門職等の拡大に伴って、時間外労働に対する割増賃金適用除外と
なるホワイトカラーエグゼンプション対象者比率も増大している。しかし、フルタイム給与所得者に占めるホワ
イトカラーエグゼンプション対象者比率の推計値は、1983 年から 98 年にかけて高い見積もりでも 24%から 27%
と（低い見積もりでも 17～20%） 、3%ポイントしか増加しておらず（GAO（1999） ） 、それがフレックス適用者比
率増大の主たる要因になっているわけではないことがわかる。このことは、管理職や専門職におけるフレックス
適用者比率が 85 年から 97 年にかけて急増していることからも窺われる（管理職については、男性で 20.6%から
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図表 12  米国におけるフルタイム給与取得者に占めるフレックス・スケジュール適用者比率
の推移 
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図表 13  米国におけるフルタイム給与取得者に占めるフレックス・スケジュール適用者比
率：男女別、年齢階級別 
 
出所：CPS, Work Schedules and Work at Home Survey, 1985,97, 04. Wage and salary workers のみ. 
 
図表 14  米国におけるフルタイム給与取得者に占めるフレックス・スケジュール適用者比
率：男女別、職業別、2004 年 
 
出所：CPS, Work Schedules and Work at Home Survey, 2004. Wage and salary workers のみ. 
 
図表 15  給与取得者に占めるフレックス・スケジュール適用者比率（パートタイム、フルタ
イムを含む） ：男女計、1997 年 
通常の週労働時間 ％  
1-20 時間  62.2   
21-34 時間  45.0   
35-39 時間  33.2   
40 時間  22.7   
41-49 時間  33.3   
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図表 16  給与取得者に占める在宅就労比率：男女、学歴、職業別(2004 年) 
    在宅比率（％）      在宅比率（％） 
16 歳以上  16.2   職種     
男性  14.7   管理  16.2  
女性  17.8   専門  12.2  
学歴      サービス  20.6  
高卒未満  15.7   営業・事務  24.1  
高卒  15.4   生産・運輸  10.6  
大学中退  19.4  
大卒  15.0  
出所：CPS, Work Schedules and Work at Home Survey, 2004. Wage and salary workers のみ. 
 





4.3  職場における WLB 支援の実態 
  職場における WLB 支援には、 フレックスや在宅就労以外にも、 さまざまな方法が存在する。
その実態を見るうえで全米規模の調査として代表的なものに、Families and Work Institute とい
う WLB や若年・幼年に関する調査研究を行う NPO 団体によって行われた、企業を対象とし
た National Study of Employers（以下、NSE） 、および従業員を対象とした National Study of the 




Families and Work Institute によって実施された調査、NSE がある。この調査は 2005 年と 2008
年に従業員 50 人以上の企業に対して実施されたが、1998 年にも従業員 100 人以上の企業に
対して、WLB 支援についての調査を行っており（Business Work-Life Study＝BWLS） 、100 人
以上の企業については、 その時点からの比較が可能である
14。 以下はその結果がまとめられた
Galinsky et al. (2008)に基づいている。 




2008 年調査は前年の 4 月から 8 月にかけて実施されたものであるから、リーマンショックよ
りも前の状況を示していることに注意されたい。 
  
                                                  
13  在宅で週に 1 回以上仕事を行い、かつその仕事に対し、支払われる取り決めになっていると回答した比率。 
14 BWLS は 1057 サンプル、84%が営利企業、16%が非営利企業である。2008 年調査のサンプル数は 1100 で、
その 77%が営利企業、残りが非営利企業である。いずれも、企業規模による従業員構成比率に応じた層別抽出法
によるランダムサンプルである。 
15  調査票では、 「allows employees to~」あるいは「provides the following benefits or programs~」という聞き
方をしている。   16 













flex time and place   
    フレックス  79  37  44(34.8) 
    フレックス（日々）  32  10   
    集約勤務(compressed work week)  38  8  35（16） 
    在宅就労（時々）  50  3  16（10.4）
(3) 
    在宅就労（常時）  23  1  （3）
(5) 
choices in managing time（has control over～）   
    シフト  38  16   
    残業時間  27  13   
reduced time   
    フルとパートの間の異動（同一ポジション）  41  13   
    ジョブシェアリング  29  8   
    短期間勤務  27  11  26
(6 
caregiving leaves   
    出産・養子縁組直後就労への復帰段階的  77  57   
time off   
    平日有給休暇  73  45   
    use a compensatory time-off program*  36  18   
flex careers   
    段階的引退への時短  53  25   
    サバティカル（同等の仕事に戻る保障付き）  38  21   
    教育訓練休暇（paid/unpaid）  74  40   
出所：(1)～(2)欄については NSE の 2008 年調査より. Galinsky et al. (2008)。50 人以上規模の企業に占める比率。 

















帰が可能かどうかや、平日に有給休暇が取得できるかどうか、残業代を得る代わりに休暇を  17 















さらに興味深い観察事実は、図表 17 に挙げられた項目すべてについて、 「ほとんど全員」





図表 18  子育て・介護支援実施状況（NSE、2008 年) 
全企業  99 人以下企業  1000 人以上企業 
12 週間以上の産休  85 79 82     
産休中の給付あり（母親）  52 48 76  *** 
産休中の給付あり（父親）  16 17 17     
子育て支援情報提供・紹介  35 30 57  *** 
保育費用所得控除適用（DCAP）  46 37 76  *** 
事業所内・近辺保育施設提供  9 7 21  *** 
保育バウチャー・保育費用補助  5 5 13  ** 
残業時間分の保育費用負担  3 2 4     
出張中保育費用負担  6 6 5     
介護支援情報提供・紹介  31 24 53  *** 
介護費用所得控除適用（DCAP）  23 17 45  *** 
介護バウチャー・介護費用補助  1 1 3  ** 
介護休暇（解雇されずに）  75 75 72     
介護費用補助  7 6 11     
残業時間分の介護費用負担  1 1 0     
出張中介護費用負担  4 5 2     
出所：NSE の 2008 年調査より. Galinsky et al. (2008)。企業比率。 
注：*, **, ***はそれぞれ 10%、5%、1%の有意水準で企業規模による実施率に違いが認められることを示す。 
                                                  
16 2008 年調査では、compensatory time-off プログラムのみについて、100 人未満では 21%、1000 人以上では 9%で
小規模企業の方が統計的にも有意に高いことが示されている。   18 
 
なお、時系列的な比較は 100 人以上規模の企業に限定されるが、1998 年以降、これら柔軟
な働き方の提供状況はほとんど変化していない
17。 それどころか、 急激な景気の冷え込みが起
きた 2008 年後半以降も、 スケジュールや働く場所の柔軟性を高める選択肢を減らしたと回答
した企業はわずか 6%に過ぎず、13%の企業では、むしろ時短や在宅勤務を労働コスト削減手
段として今まで以上に活用している様子が示されている（Galinsky and Bond(2010)） 。 
NSE 調査では、企業の提供する WLB 支援策として、これらの項目以外にも産休や、子育
ておよび介護支援に関する項目についても調べているが、それらについては大企業の方が実
施率の高い項目が多い（図表 18） 。とはいえ、最も実施率の高い子育て支援情報提供や紹介








WLB 支援の実態を調べた全米規模の代表的調査に NSCW  がある。 これも FWI によって 1992
年以来、何回か継続的に実施されており、直近の調査は 2007 年 11 月から 08 年 4 月にかけて
実施された 2008 年調査である。 この調査自体は調査時点に自営業あるいは雇用者として就労
していた人々が対象であるが、給与所得者（wage and salary workers）にサンプルを限定して
柔軟な働き方の規定要因を検証した Tang and Wadsworth (2010)に基づき、NSE で調査された
いくつかの項目について、それが利用可能な従業員比率、あるいは実際に利用した従業員比
率（カッコ内）を図表 17 の（３）欄に示している。 
従業員側からみると、フレックスは 44%の従業員が利用でき、集約勤務は 35%、時々でも












                                                  
17  フレックスが 68 から 79%に増加したことと、フルとパート間の異動が 57 から 47%に低下したことのみ、10%
の有意水準で変化が認められた。 
18  しかも、短期間就労以外については、男性の方が適用確率は高い。   19 
いが、いずれの有給休暇についても、97 年に比べて利用できる労働者は減る傾向にある。 
 












程度賄っている可能性も指摘されている(Baughman et al. (2003))。従業員に柔軟な働き方を許
容するには、代替要員の確保などの表面的なコスト以外にも仕事の配分やコーディネーショ
ン、 人事評価のやり方などを WLB 戦略との整合性を持つように根本的に修正するコストなど
がかかる。全体でみると、柔軟な働き方は賃金の高い労働者に限定的に提供されているよう








門職に占める女性比率は、 男女間賃金格差の縮小が停滞した 90 年代に入ってからも若干では
あるが拡大しているし（図表 19） 、パートタイム（週 34 時間以下）で働いている管理職比率
も若干ではあるが増加傾向にある20。 労働時間を減らし、 働き方の柔軟性を高める代わりに賃
金を減らすが、 仕事内容や責任などは変えない 「新しい」 パートタイム就労 （new-concept part 
time work）の仕組みを、専門職を中心に提供する企業も増えており、従業員にとっては従来
型のパートタイムほどキャリアを犠牲にせず WLB を図ることが可能になり、企業にとって
も定着・採用、 コミットメント、 業績等の面でメリットのあることが示されている （Hill et al. 




                                                  
19ただし、これは英国のデータを利用している。 
20  男性は 2003 年に 10.6%から 2011 年に 14.1%、女性は 2003 年に 19.8%から 2011 年に 20.5%と、最近は男性
においても管理職に占める短時間労働者比率の高まる傾向がみられる。   20 







ているのかもしれない（Cohen et al. (2009)） 。 
   
図表 19  管理職・専門職に占める女性比率 
 
出所：Dupont (2010)より。米国センサスデータ、1950 年時点の職業分類に基づく構成比。 
 




響を与える手段として、 柔軟な働き方をはじめとする WLB を支援する諸制度や取り組みを自









                                                  
21 NSCW 調査によると、 「時間に追われている(time deprivation)」と感じる労働者比率が 2002 年以降若干増加
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し少なくとも 2000 年代半ばまでにおいて、 高学歴や専門職の女性の就業率や勤続年数が同様
の男性と比較して低下していることが統計的に確認されたわけではない（Goldin (2006)） 。 
むしろ、 最近では米国においても男性による WLB 支援の活用が増えている。 女性の方が企




から 2008 年にかけて、WL コンフリクトを自覚する男性の比率が高まったと同時に、男性の






といえよう（黒澤(2006)） 。日本が企業の自発的な選択に任せる形での WLB 支援の充実を目











（川口(2008)） 。 長期雇用を前提とした雇用慣行が崩れる中、 WLB 支援は年功賃金に代わるイ
ンセンティブ付与の在り方としても有効になるはずである。 





支援導入のノウハウ、 とくに WLB 支援をいかに組織内の他の制度や慣習に対して整合的に企
業戦略の一環として組み込むかについて、 他の企業にも広く普及させることが肝要であろう。  22 
企業における WLB 支援が企業業績に良い影響を与えるための条件についての研究をサポー
トし、その結果を広く公開・普及させることも重要である。こうした活動は、米国では FWI
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